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伊方町結婚新生活支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この告示は、経済的理由で結婚に踏み出せない世帯を対象に、婚姻に伴う新生活

を経済的に支援することにより、地域における少子化対策の強化に資することを目的と

した伊方町結婚新生活支援事業補助金（以下「補助金」という。）を交付するために必

要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 事業実施期間 令和７年１月１日から令和８年３月31日までの期間をいう。 

(２) 新婚世帯 事業実施期間内に婚姻届を提出し、受理された夫婦（再婚の場合を含

む。以下同じ。）をいう。 

(３) 補助対象期間 令和７年４月１日から令和８年３月31日までの期間をいう。 

(４) 前年度受給世帯 当該事業年度の前年度において、この告示による補助金の交付

を受けた夫婦をいう。 

(５) リフォーム 所有権のある住宅の機能や性能を維持又は向上させるため、所有権

移転登記完了後に締結した契約に基づき住宅及び住宅の一部を修繕、補修、更新（取

替え）等又は住宅の増築を行うこと。 

(６) 家賃 建物賃貸借契約に定められた賃借料（共益費を含む。）の月額をいう。 

(７) 住宅取得 住宅を建築又は建売住宅若しくは中古住宅を購入（契約書を交わさな

い売買、贈与又は相続によるものを除く。）し、自己の名義で当該住宅の登記（共有

名義で住宅を登記する場合にあたっては、２分の１以上の持分を有することとする。）

をすることをいう。 

(８) 住宅賃貸 賃貸住宅を所有又は転貸する者（賃貸人が、新婚世帯の夫婦のいずれ

か一方と２親等以内の親族である者を除く。以下「賃貸人」という。）との間で建物

賃貸借契約を締結して、自己の居住の用に供することをいう。 

(９) 住宅手当 事業主が従業員に対して支給又は負担する住宅に関するすべての手当

て等の月額をいう。 

(10) 貸与型奨学金 公的団体又は民間団体から、学生の修学又は生活のために貸与さ

れた資金をいう。 

(11) 引越費用 補助対象期間に、婚姻を機に町内に引越しをする際に要した費用のう

ち、引越業者又は運送業者へ支払った費用をいう。 

（補助対象世帯） 
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第３条 補助金の交付を受けることができる新婚世帯は、次の各号のいずれにも該当する

世帯とする。 

(１) 夫婦共に婚姻日における年齢が39歳以下で、かつ、次条の規定により算出した世

帯の所得が500万円未満であること。 

(２) 第７条の規定による交付申請のあった日（以下「申請日」という。）に夫婦の双

方又は一方が、補助対象期間内に取得した住宅又は賃借している住宅に現に居住し、

その住民票の住所が当該住宅の所在地（町内であるものに限る。）となっていること。 

(３) 生活保護による住宅扶助その他公的制度による家賃補助等を受けていないこと。 

(４) 夫婦のいずれの者も、納期限が到来している町税及び使用料等の滞納がない世帯

であること。 

(５) 賃貸人への家賃を滞納していないこと。 

(６) 夫婦のいずれもが伊方町暴力団排除条例（平成23年伊方町条例第20号）第２条に

規定する暴力団又は暴力団員等若しくはそれらと密接な関係を有していない者である

こと。 

(７) 過去にこの告示に基づく補助金の交付を受けたことがない世帯であること。 

（世帯の所得の算出方法） 

第４条 前条第１号に定める世帯の所得の算出方法は、所得証明書をもとに、申請日の属

する年の前年（申請日の属する月が４月又は５月の場合にあたっては、前々年）の夫婦

の所得を合算した金額とする。ただし、貸与型奨学金の返済を現に行っている場合は、

所得証明書を基に算出した世帯の所得から貸与型奨学金の年間返済額を控除した金額と

し、所得証明書の期間と同一期間内に返済した当該奨学金の返済額に限るものとする。 

（補助要件及び補助対象経費） 

第５条 補助の対象となる経費の区分、補助要件及び補助対象経費等は、別表に定めると

おりとする。ただし、補助対象期間内に２回以上転入し、又は転居したときは、当該期

間内における最初の転入又は転居に係る費用のみを対象とする。 

（補助金の額） 

第６条 町は、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、補助金の額は、前条に

定める補助対象経費の全部とする。ただし、補助対象経費が、次の各号に掲げる場合の

区分に応じ、当該各号に掲げる額を上限とする。 

(１) 前年度受給世帯でない場合 

ア 婚姻日における年齢が夫婦ともに29歳以下である場合 600,000円 

イ 婚姻日における年齢が夫婦ともに39歳以下である場合 300,000円 

(２) 前年度受給世帯である場合 前号ア又はイに掲げる場合の区分に従い、当該ア又

はイに掲げる額から前年度に交付を受けた補助金の額を控除した額 
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２ 前項の補助金の額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てるものとし、補

助金の額が1,000円未満であるときは補助金を支給しないものとする。 

（補助金の交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、結婚新生活支

援事業補助金交付申請書（様式第１号。以下「申請書」という。）に、次に掲げる書類

を添えて町長に提出しなければならない。 

(１) 現に町内に居住している夫婦の双方又は一方の住民票の写し 

(２) 夫婦の記載のある戸籍謄本（戸籍全部事項証明書）又は婚姻証明書等の婚姻の日

が確認できる書類 

(３) 夫婦の所得証明書（夫婦の双方又は一方が離職し、申請日において無職の場合に

あたっては、離職票又はこれに代わるものの写し） 

(４) 奨学金を返済している新婚世帯にあっては、当該奨学金の返還額が分かる書類の

写し 

２ 申請者は、前項各号に掲げるもののほか、別表の第１欄に掲げる経費の区分ごとに、

同表の第４欄に掲げる必要書類を町長に提出しなければならない。 

３ 町長は、前２項に規定する添付書類のほか、必要な書類を提出させ、又はその一部の

提出を省略させることができる。 

（補助金の交付決定等） 

第８条 町長は、前条に規定する申請書その他必要書類を受理したときは、その内容を審

査の上、補助金の支給の可否を決定し、結婚新生活支援事業補助金交付決定（却下）通

知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第９条 前条の規定による補助金の交付決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は、補助金の交付を受けようとするときは、結婚新生活支援事業補助金交付請求書（様

式第３号。以下「請求書」という。）を提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第10条 町長は、前条の規定による請求書の提出があったときは、交付決定者に対し、補

助金を交付するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第11条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の

交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 補助金の交付の条件に違反したとき。 

(２) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認めたとき。 



4/7 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、結婚新生活支援事

業補助金交付決定取消通知書（様式第４号）により交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の返還） 

第12条 町長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取り消しに係る部分

に関し、既に補助金が交付されているときは、結婚新生活支援事業補助金全部（一部）

返還請求書（様式第５号）により、交付決定者に対し期限を定めてその返還を命ずるも

のとする。 

（報告等） 

第13条 町長は、補助金の交付前又は交付後にかかわらず、必要があると認めたときは、

申請者に対し、報告又は書類の提出（以下「報告等」という。）を求めることができる。 

２ 申請者は、前項の報告等を求められたときは、速やかに応じなければならない。 

（その他） 

第14条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、町長が別に定

める。 

附 則 

この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月27日告示第33号） 

この告示は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則（令和６年３月21日告示第16号） 

この告示は、令和６年４月１日から施行する。 

附 則（令和７年４月１日告示第36号） 

この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表（第５条、第７条関係） 

経費の区分 補助要件 補助対象経費 必要書類 

婚姻に伴う新

規の住宅取得

に係る経費 

(１) 夫婦の双方

又はいずれか一

方が当該住宅の

所有者の名義人

となっているこ

と。 

(２) 建築基準法

（昭和25年法律

第201号）及び同

婚姻に伴い新たに住宅取得する際に

要した費用。ただし、次に掲げる費用

については、補助対象としない。 

(１) 旧住宅の解体撤去に要する費

用 

(２) 土地の購入費 

(３) 住宅又は土地の登記に要する

費用 

(４) 国、県又は町の住宅改修に係る

(１) 工事請負契

約書の写し又は

売買契約書の写

し 

(２) 建物の登記

事項証明書の写

し又は建築基準

法に基づく検査

済証の写し 
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法関係法令に適

合した住宅であ

ること。 

(３) 補助対象期

間内に住宅の引

渡しを受けた住

宅であること。 

(４) 店舗等との

併用住宅の場合

は、延床面積の

２分の１以上が

居住の用に供さ

れていること。 

他の補助を受けた工事に要する費

用 

(５) 賃貸の用に供する予定の住宅

の工事に要する費用 

(６) 倉庫、車庫等の工事費。ただし、

居住の用に供するための新築等に

ついては、補助対象工事の対象とす

る。 

(７) 夫婦の双方又はいずれか一方

が自ら設置工事を行う機器、設備等

の購入費 

(８) 移動又は取り外し可能な機器

若しくは製品（テレビ・冷蔵庫・オ

ーブン等）の購入費 

(９) 併用住宅における住宅部分以

外の工事費（内外部の住宅部との供

用部分は面積按分で算出する。） 

(10) 夫婦の双方又はいずれか一方

が工事業者である場合の労務費。た

だし、材料費は補助対象とする。 

(11) 造園、門扉、塀又は外構の工事

費 

(12) 下水道接続工事（接続に伴う設

備改修工事含む。）に要する費用 

(13) 合併処理浄化槽設備の工事費 

(14) 太陽光発電システムの工事費 

(15) 補助対象経費の一部又は全部

が他の制度による補助等の対象と

なる場合において、該当他の制度に

より補助等が行われる費用 

(16) 公共工事の施行に伴い移転対

象となった住宅で、当該移転補償費

の対象となる工事に要した費用 

(17) 前各号に掲げるもののほか、町

(３) 位置図 

(４) 建物配置図

及び建物平面図 

(５) 工事内訳書

写し 

(６) 住宅の全景

写真 

(７) 補助対象期

間内に行われた

新規の住宅取得

に係る費用であ

ることの確認で

きる領収書又は

その写し 
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長が補助金の交付が適当でないと

認める費用 

婚姻に伴う住

宅のリフォー

ムに係る経費 

(１) 夫婦の双方

又はいずれか一

方がリフォーム

の契約者となっ

ていること。 

(２) リフォーム

により、建築基

準法及び同法関

係法令に適合し

た住宅であるこ

と。 

(３) 店舗等との

併用住宅の場合

は、延床面積の

２分の１以上が

居住の用に供さ

れていること。 

(４) 住宅改修に

係る他の補助を

受けていない又

は受ける予定が

ないこと。 

婚姻に伴い既存の住宅のリフォーム

を行う際に要した費用。ただし、次に

掲げる費用については、補助対象とし

ない。 

(１) 賃貸の用に供する予定の住宅

の工事に要する費用 

(２) 倉庫、車庫等の工事費 

(３) 夫婦の双方又はいずれか一方

が自ら設置工事を行う機器、設備等

の購入費 

(４) 移動又は取外しが可能な機器

又は製品（テレビ、冷蔵庫、オーブ

ン等）の購入費 

(５) 併用住宅における住宅部分以

外の工事費 

(６) 夫婦の双方又はいずれか一方

が工事業者である場合の労務費（た

だし、材料費は補助対象とする。） 

(７) 造園、門扉、塀又は外構の工事

費 

(８) 太陽光発電システムの工事費 

(９) 補助対象経費の一部又は全部

が、他の制度による補助等の対象と

なる場合において、当該他の制度に

より補助等が行われる費用 

(10) 前各号に掲げるもののほか、町

長が補助金の交付が適当でないと

認める費用 

(１) 工事請負契

約書の写し 

(２) 位置図 

(３) 建物配置図

及び建物平面図 

(４) 工事内訳書

の写し 

(５) 住宅の全景

写真 

(６) 補助対象期

間内に行われた

リフォーム等で

あることの確認

できる領収書又

はその写し 

婚姻に伴う新

規の住宅賃貸

に係る経費 

夫婦のいずれか一

方が住宅の賃貸借

契約の名義人とな

り、当該住宅の家

婚姻に伴い新たに住宅賃貸する際に

要した費用で、賃料、敷金、礼金（保

証金などこれに類する費用を含む。）、

共益費、仲介手数料を対象とする。た

(１) 建物賃貸借

契約書の写し 

(２) 給与所得の

ある夫婦の住宅
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賃を支払っている

こと。 

だし、次に掲げる費用等については、

補助対象としない。 

(１) 駐車場代（住宅の賃貸借契約と

は別に駐車場のみを借りている場

合）、地代、光熱費、設備購入費 

(２) 勤務先から住宅手当が支給さ

れている場合の住宅手当分 

(３) 地域優良賃貸住宅の家賃低廉

化に係る国の支援対象となる部分 

(４) 前３号に掲げるもののほか、町

長が補助金の交付が適当でないと

認める費用 

手当支給証明書

（様式第６号） 

(３) 補助対象期

間内に行われた

新規の住宅賃貸

に係る費用であ

ることの確認で

きる領収書又は

その写し 

婚姻に伴い行

う引越しに係

る経費 

 引越業者又は運送業者への支払いそ

の他の引越しに係る実費を対象とす

る。ただし、次に掲げる費用について

は、補助対象としない。 

(１) 不要となった家財道具の処分

にかかる手数料 

(２) 家財道具の運搬のため利用し

た車両、台車、はしご等のリース費

用 

(３) 引越業者でない者に家財道具

の運搬作業を依頼して支払った費

用 

(４) 前３号に掲げるもののほか、町

長が補助金の交付が適当でないと

認める費用 

補助対象期間内に

行われた引越しで

あることの確認で

きる領収書又はそ

の写し及びその他

の書類 

 


